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合弁会社である株式会社 Freedom Japanにおける役員人事に関するお知らせ 

 

米国NASDAQ市場に上場する世界的金融グループである Freedom Holding Corp.（以下、「FRHC

社」）と当社の合弁会社である株式会社 Freedom Japan（以下、「Freedom Japan」）の経営体制につ

いて、新たな役員体制が決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．Freedom Japanの新役員体制について 

本日開催の同社臨時株主総会および取締役会の決議を経て、Freedom Japan の役員体制は以下のと

おりとなりました。 

役  職 氏  名 主 要 な 現 職 

代表取締役 Timur Turlov（新任） Freedom Holding Corp. CEO 

取 締 役 加畑 雅之 当社代表執行役会長 

取 締 役 Yevgeniy Ler（新任） Freedom Holding Corp. CFO 

取 締 役 Tamerlan Rakhimov（新任） Freedom Bank JSC エグゼクティブ・ディレクター 

取 締 役 白鳥 ニゴラ（新任） SUMOTORI Japan 株式会社事業開発ディレクター 

取 締 役 渡邊 雄太 当社専務執行役 

取 締 役 田村 守（新任） 株式会社アガスタ監査役 

監 査 役 長倉 統己 当社代表執行役社長 

 

３. Freedom Japanの概要  

(１)   名 称 株式会社 Freedom Japan（英文：Freedom Japan Co., Ltd.） 

(２) 所 在 地  東京都千代田区紀尾井町 4-1 新紀尾井町ビル 2F 

(３) 事 業 内 容 

最先端 FinTech を活用した金融事業に関する市場調査、分析及びコ

ンサルティング 

銀行業参入に向けた市場調査及び規制当局対応 

(４) 資 本 金  100,000,000円 

(５) 設 立 年 月 日  2026年 1月 30日 

(６) 大株主及び持株比率 FRHC社 90%、当社 10% 

 

 

会 社 名 株 式 会 社 レ ダ ッ ク ス 

代表者名 取締役兼代表執行役社長 長倉  統己  

 （コード番号 7 6 0 2 東証スタンダード） 

問合せ先 経 営 企 画 室 課 長 高橋  英知  

 電 話 番 号 : 0 3 － 3 2 3 9 － 3 1 8 5 



 

４．合弁先（FRHC社）の概要 

(１)   名 称 Freedom Holding Corp. 

(２) 所 在 地   40 Wall Street, 58th Floor, New York, NY 10005 USA 

(３) 代 表 者   CEO Timur Turlov 

 

(４) 事 業 内 容  

ブローカレッジ業務、証券取引、投資調査・助言、投資銀行・引受業

務、住宅ローン貸付、保険、その他多数のサービスに従事する多角的

な金融サービス企業。 

(５) 自 己 資 本  12億ドル（2025年 9月末現在） 

(６) 設 立 年  2008年   

(７) 上 場 市 場  米国NASDAQ市場（ティッカー：FRHC）時価総額約 1.4兆円 

(８) 大株主及び持株比率 Timur Turlov 69.3％ 

 

(９) 

 

上場会社と当該会社との関係  

資 本 関 係  該当事項はありません。 

人 的 関 係  該当事項はありません。 

取 引 関 係  該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況  該当事項はありません。 

決 算 期  2023年 3月期 2024年 3月期 2025年 3月期 

純 資 産  771百万米ドル 1,164百万米ドル 1,214百万米ドル 

総 資 産  5,085百万米ドル 8,302百万米ドル 9,914百万米ドル 

売 上 高  799百万米ドル 1,666百万米ドル 2,051百万米ドル 

営 業 利 益 236百万米ドル 435百万米ドル 113 百万米ドル 

経 常 利 益 236百万米ドル 435百万米ドル 113 百万米ドル 

当 期 純 利 益  206百万米ドル 375百万米ドル 85 百万米ドル 

 

５．今後の見通し 

本件が当社の当期連結業績に与える影響は精査中です。 

当社は FRHC 社との強固なパートナーシップのもと、今後の日本市場における共同事業の展開は、

中長期的な当社の企業価値向上に資するものと考えております。 

今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


